
農業用ため池の

届出制度れヽ始ま りました
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平成30年 7月豪雨など、近年、豪雨等により多くの農業用ため池が被災し甚大
な被害が発生しています。このため、農業用ため池の情報を適切に把握し、決壊に
よる災害をB′盲止するため、「農業用ため池の管理及ぴ保全に関する法律」が制定さ
れました。 (施行日 :令不□元年7月 1日 )

農業用ため池の所有者や管理者の方は、ため池に関する情報を
都道府県 こ届 け出ることが必要となります。

Q届 出が必要となるため池は?⇒ 農業用に利用される全てのため池です。
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※現在農業用に利用されていないため池でも、過去に農業
用に利用され、今でも利用可能な状態にある場合には、届
出が必要です。

Q届 出の期限は ? ⇒ 現存する農業用ため池(施行日前に設置)につ

いては、施行日から6か月以内に届出をする必

塁があります。
※施行日以降、農業用ため池を設置日廃止する場合、また
は届出情報に変更があつた場合、遅滞なく届出する必要
があります。

Q届出をすべき人は? ⇒ 暉 存 する豊 業 用す―め れ (怖行 日前に設置)につ

いては、所有者または管理者のいずれかです。

※施行日以降に設置する農業用ため池については、所有者
が届出をする必要があります。
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決壊による水害その他の災害により周辺の区域に被害を及ぼすお
それがある農業用ため池を、都道府県が『特定農業用ため池」に指

注)「防災重点ため池」のうち、行政機関が所有する施設を除いたものが、

法律による「特定農業用ため池」に指定されることになります。

① ため池から1囀 の浸水区域内に家屋、公共施設等がある。

② ため池から1∞～500mの浸水区域内に家屋、公共施設等があり、かつ貯水量が1,000m3以上である。

③ ため池から500m以上の浸水区域内に家屋、公共施設等があり、かつ貯水量力く5,000m3以上である。
④ 地形条件、家屋等との位置関係、維持管理の状況等から都道府県及び市町村が必要と認めるもの。

定します。

<指定基準>

特定農業用ため池に指定されると ?

① ノ(ザードマップ等を作成し、災害時の円滑な避難を図ります。
γ市町村は、特定震業用ため池の決壊等に関する情報の伝達方法、避難場所や避難経路を記載し

た八ザードマツプ等を作成し、地域住民への周知に努めます。

② 堤体の掘削や竹木の植栽等の行為は許可が必要となります。

γ特定農業用ため池において、堤体の掘削、竹木の植栽、洪水吐の形状を変更する行為など、
ため池の保全に影響を及ぼすおそれのある行為は、都道府県の許可が必要になります。

γ 土地改良法に基づく土地改良事業、堆積土砂のしゆんせつや堤体の修繕等の管理行為、非常災害
時の応急措置、決壊を防止するために行う防災工事は許可が必要な行為には該当しません。

③ 防災工事計画の届出が必要となります。

γ所有者や管理者が、決壊を防止するために防災工事を実施する場合は、30日前までに都道府県
に計画を届け出る必要があります。

γ必要な防災工事が実施されない場合、都道府県が、勧告、命令、代執行を行うこととなります。

④ 市町村による施設管理が可能となります。

γ所有者が不明で、適正に管理されなくなるおそれが高い施設について、都道府県の裁定を受けて、
市町村が施設管理権を取得し、ため池の維持管理に必要な措置をとることができるようになります。
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(問い合わせ先)

■岩国市 (本 庁)産業振興部 農林振興課
(由 宇 総 合 支所 )農 林 建 設課
(玖 珂 総 合支所 )農 林 建 設課
(美 和 総 合 支所 )農 林 建 設課
(周 東 総 合 支所 )農 林 建 設課
(錦 総 合 支 所 )農 林 建 設 課

0827-29-5113
0827-63-1114
0827-32-0582
0827-96-1112
0827-34-1117
0827-72-2116

■山口県岩国農林水産事務所 農村整備部 0827-29-1550


